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 昨今のコーポレートガバナンス改革により、社外取締役の人数・割合は急速に増加しているが、関
係者からは、形式的な導入にとどまっているのではないか、役割認識が明確になっていないのではな
いか等の声も聞かれ、「形式から実質へ」深化を図ることが課題となっている。

 こうした問題意識を踏まえ、経済産業省では、社外取締役の活動実態を把握し、その機能の実
質化に向けた課題を明らかにするため、2019年11月から2020年1月にかけて、東証一部・二部
上場企業の全社外取締役を対象にアンケート調査を実施した。以下では、アンケート調査の結果
を中心に、社外取締役の現状について整理を行った。
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【参考】社外取締役の在任期間（社外取締役側の認識）

 社外取締役の在任期間（上限）については、4年から10年を中心にばらつきがあるが、平均する
と6年程度が適当と考えられている。

社外取締役の実態

（出所）KPMG「コーポレートガバナンスOverview2018」（調査期間：2018年7月～8月）
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社外取締役へのサポート体制・環境(1)

（グラフは次頁）

 全体的に、企業側が「構築している」と回答した割合と、社外取締役側が「現在このサポート体
制・環境が既に存在する」と回答した割合は概ね一致しており、各企業の取締役会事務局等によ
る取組の成果が、社外取締役側にも評価されていると言える。

 「現場視察・ヒアリング」や「取締役会資料の早期提供」、「取締役会の事前説明」は、約7割の企
業で実施されており、大半の日本企業において一般的なサポート体制・環境となっている。

 「取締役会事務局の充分なリソース」については、企業側の回答は40%にとどまるが、社外取締
役側の回答は59%に上っており、社外取締役側は概ね満足している。

 「社外役員のみでの議論の場」も、社外取締役側の方が回答割合が高くなっており、社外取締役
が自主的にそのような場を設けていることがその一因かと推察される。

 現状で実施率が低く、社外取締役から今後の新設・拡充に対する要望が多いものとして、「外部
専門家を選任し、会社の費用負担で助言を得る権限」が挙げられた。

サポート体制・環境
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コーポレートガバナンスに関する研修の提供・受講状況（その他のコメント）

 会社から、研修の機会は提供されなかった（約150件）

 会社から書籍や資料を渡された（5件）

 自主的に、書籍やインターネット等で勉強した（約55件）
 社会人大学院に在籍し、勉強・研究した（うち4件）

 これまでの職務経験から、既に知見を有しているため、改めての研修は不要（約35件）
 社長としての経営経験／証券会社での勤務経験／弁護士／公認会計士・税理士

 本業で資本コストやコーポレートガバナンスに関してアドバイスしている立場

 当該企業の社外取締役就任時には受講していないが、以前受講したことがある（約25件）

 会社側に依頼し、研修を実施してもらった（2件）
 就任当初は、会社側において、取締役にトレーニングが必要との認識がなかったため、自己負担で第三者が実

施する研修を自主的に受けるしかなかったが、その後、当方から会社に対して、トレーニングの重要性を強く提案
し、現在は第三者が実施する研修を会社負担で受講できる制度に変わった。

 会社側からは研修の紹介もないため、自分で探しているものの、適切な研修が分からない（1件）

サポート体制・環境
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【参考】社外取締役の精神的独立性（社長・CEOとの関係性）

 社外取締役を引き受ける際、「経営者との人的つながり」を重視している社外取締役が22％存
在。

（出所）KPMG「コーポレートガバナンスOverview2018」（調査期間：2018年7月～8月）

独立性



43

【参考】社外取締役の精神的独立性（社長・CEOとの関係性）

 上場している監査役会設置会社のうち、社外取締役が「CEO・役員の個人的知己・友人」だと回
答した企業は21％。

（出所）日本監査役協会「役員等の構成の変化などに関する第19回インターネット・アンケート集計結果（監査役（会）設置会社版）」（調査期間：2019年1月～2月）（n=3,530社、回答率59.7%）

独立性
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【参考】社外取締役と株主・機関投資家との対話

 他調査においても、何らかの方法で株主や投資家と対話すべきだとする社外取締役は計87％に
上っており、社外取締役側は対話に前向き。

 対話のための「体制が整っていない」との回答が33%に上っており、対話の実施に向け、企業側が
環境を整えることが求められる。

87％

（出所）KPMG「コーポレートガバナンスOverview2018」（調査期間：2018年7月～8月）

その他




